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社会福祉法人の顧問税理士が,
背任罪で刑事告発された事実を
公表した地方公共団体の職員の
行為により名誉を毀損されたとして
した国家賠償法に基づく
損害賠償請求が一部認容されたが,
謝罪文交付請求が棄却された事例
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【事実の概要】
本件は, 社会福祉法人Ａ (以下 ｢Ａ｣ という｡) の顧問税理士として原
告(以下 ｢Ｘ｣ という｡) が行った業務が背任罪に該当するとして被告 (以
下 ｢Ｙ｣ という｡) が, Ｘを刑事告発し, そのことをＹが設置するホーム
ページ上に掲載し, Ｙの主催する社会福祉法人監事等の研修会において,
その事実を記載した紙を配布するなどしたことによって名誉を毀損された
として, Ｘが, Ｙに対し, 国家賠償法 (以下 ｢国賠法｣ という｡) ４条,
民法723条に基づき, 謝罪文等の交付を求めるとともに, 国賠法１条１項
に基づき, 損害賠償及び遅延損害金の支払を求めた事案である｡
Ａの理事長は, 平成元年４月１日から平成14年７月４日まではＧ, 同月
５日から平成23年８月25日まではＨであった｡ Ｉは, 平成10年10月８日か
らＡの副理事長であり, 保育園の園長であった｡ Ｊは, 百貨店の従業員で
あったが, 平成12年10月８日から平成15年10月７日まで, Ａの監事を務め,
理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況を監査するなどの職務に従事
していた｡ Ｊは, 平成13年７月19日, Ａに対し, 2400万円の寄付をした
(以下 ｢本件寄付｣ という｡)｡ 有限会社Ｋ (以下 ｢Ｋ｣ という｡) は, 平成
15年８月27日に設立されたビルメンテナンス業, 警備業等を目的とする有
限会社であり, Ｊは, 同社の代表取締役であった｡ 平成15年９月１日, Ｋ
は, Ａと業務委託契約 (以下 ｢本件業務委託契約｣ という｡) を締結した｡
業務内容は, 保育園に関する施設全般の巡回保安点検であり, ＡはＫに対
し, 本件業務委託契約に基づき, 平成15年９月１日以降, 毎月13万5000円
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の報酬を支払っていた｡
平成23年３月頃, Ｙに対し, Ａで不正経理が行われている旨の投書がさ
れた｡ Ａは, Ｙからの指摘を受け, 同年４月, 弁護士を構成員とする第三
者委員会を設置し, 調査が開始された｡ 同委員会は, 同年８月11日, Ａに
対し, Ａが, 本件業務委託契約に基づき, 平成15年９月１日以降, 毎月13
万5000円をＫに支払っているが, ＡとＫとの間の取引は全く実体のない取
引であること等を報告した｡ Ｙの健康福祉局地域福祉課課長Ｍは, 平成24
年２月17日, Ｙを代表して, Ｈ, Ｉ, Ｊ及びＸを背任罪で刑事告発した｡
Ｘに関する告発事実は, Ｈが, Ｉ, Ｊ及びＸと共謀して, 平成19年４月１
日以降に広島市から支弁される保育所運営費及び平成20年４月１日以降に
広島市及び大竹市から支弁される保育所運営費について, 事業費, 人件費,
管理費に使途が限定されるにもかかわらず, ＡとＫとの間で実体のない業
務委託契約を締結し, 同社の利益を図る目的で, 同社に対して, 少なくと
も688万5000円 (平成19年４月１日から平成23年６月30日まで月額13万
5000円) を支払い, その任務に背き, もってＡに財産上の損害を加えたと
いうものである｡ Ｙの告発を受け, 警察及び検察が, Ｘを含む被告発人に
対する背任被疑事件につき, 捜査を行った｡
Ｙは, 平成24年２月23日の社会福法人監事等研修会において, 本件公表
として, 刑事告発書面及び質問回答書面 (平成24年２月23日付け ｢社会福
祉法人監事等研修 (平成23年10月25, 27日) の質問に対する回答｣ のこと｡)
を配付し, さらに平成24年２月23日から同年３月21日までＹのホームペー
ジに掲載し, 刑事告発の際の記者会見においてマスコミ関係者に刑事告発
書面を配布した｡
平成24年12月19日, Ｘは嫌疑不十分により不起訴処分とされた｡
【判旨】 一部認容, 一部棄却
争点１ 本件公表が原告の社会的評価を低下させるものであるか
｢(1) 一般読者の普通の注意と読み方を基準とすれば, 刑事告発書面は,
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〈1〉ＨがＡの代表者として締結した実体のない警備業務委託契約を通じ
てＪに寄付金を返還し, これによってＡに損害を与えたとの事実 (以下
｢摘示事実〈1｣ という｡),〈2〉実体のない警備業務委託契約を締結する
というスキームを考案したのはＡの顧問税理士である原告であるとの事実
(以下 ｢摘示事実〈2｣ という｡) 及び〈3〉Ａの不正な経理処理に関して,
原告を背任罪の疑いで告発したとの事実 (以下 ｢摘示事実〈3｣ という｡)
を摘示するとともに, 原告の行為が背任罪に該当するとの法的見解を表明
したものであると認めることができる｡ そうすると, 摘示事実〈1〉及び
摘示事実〈2〉は, 一般読者に対し, 原告が実体のない警備業務委託契約
を締結するスキームを考案することを通じてＡに損害を与える行為に加担
したという印象を与えるものであり, また, 摘示事実〈3〉及び法的見解
の表明は, 原告の上記行為が背任罪に該当するものであり, 刑事責任を追
及される可能性があるという印象を与えるものであるから, 原告の社会的
評価を低下させるものであると認められる｡｣
｢また, 刑事告発書面とともに交付された質問回答書面は, 一般読者の
普通の注意と読み方を基準とすれば, 顧問税理士である原告がＡの不正経
理問題に関与していたために被告が不正を見抜くことが困難であったとの
事実 (以下 ｢摘示事実〈4｣ という｡) を摘示するものであると認められ
る｡ そうすると, 摘示事実〈4〉は, 一般読者に対し, 顧問税理士である
原告がＡの不正経理に加担したため, 不正経理の発覚が困難になったとの
印象を与えるものであるから, 原告の社会的評価を低下させるものである
と認められる｡｣
争点２ 本件公表につき被告に国家賠償法上の違法性及び過失が認められ
るか
Ｙに対してＡで不正経理が行われている旨の投書がされたことと, Ｘ等
を背任罪で刑事告発したという事実によれば, ｢…被告は, 社会福祉法人
を指導, 監督する権限を行使する一環として本件公表をしたことが認めら
れる｡ そうすると, 本件公表が国家賠償法１条１項の違法なものか否かの
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評価は, 本件公表が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然
となされたと認め得るような事情がある場合に限り, 違法であると評価さ
れることになると解される (最高裁平成５年３月11日第一小法廷判決・民
集47巻４号2863号, 最高裁平成11年１月21日第一小法廷判決・集民191号
127頁参照)｡｣
背任罪の客観的構成要件該当性について, ｢本件業務委託契約は, 警備
業務を委託する契約としての実体を有していなかったということができる｡
Ａの理事長であったＨが同法人を代表して本件業務委託契約を締結し, 報
酬を支払ったことは, 任務に背き, 同法人に対して損害を加えたことに該
当する余地があるというべきである｡｣ が, ｢1〉Ａの理事長であったＧは,
Ｊに対し, Ａに2400万円を出資すれば, ＡがＪを理事及び幹部職員として
採用し, Ｊに対して年額800万円の報酬を支払うことを約束したこと,〈2〉
Ｊは, 平成13年７月19日, Ａに対し, 本件寄付をしたこと,〈3〉ところが,
Ｊは, Ａの理事や同法人が運営する保育園の幹部職員になることはなかっ
たこと,〈4〉そのため, Ｊは, Ａに対し, 本件寄付に係る寄付金2400万円
の返還を求めるようになったこと,〈5〉Ａの理事長であるＨは, 平成15年
夏頃, Ｊに対し, 上記〈1〉の約束を解消して2400万円の寄付金を返還し
たいと申し入れたこと,〈6〉その結果, ＨとＪとの間で, ＡがＪに対して
月額25万2000円を10年間支払うことによって, Ｊが広島信用金庫からの借
入れの際に負担する金利相当額を含めた金額の返還を受けることが大筋で
合意されたこと,〈7〉その具体的方法として, ＡがＪの設立した会社であ
る有限会社Ｋとの間で業務委託契約を締結し, 報酬を支払うことにより,
実質的に, 同法人がＪに対して上記寄付金の一部を返還したことが認めら
れる｡ …そうすると, ＡがＪに対して本件寄付に係る寄付金2400万円につ
いて, …損害賠償義務又は不当利得返還義務などの私法上の義務を負う場
合において, 当該義務の履行として, Ｊに対し金員を支払った場合には,
その行為自体は同法人に損害を加えるものではないから, Ａの代表者理事
長として当該支出をさせたＨ及びこれを共謀したとされる原告に全体財産
に対する罪と解される背任罪が成立しない可能性が十分に考えられる｡｣
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｢そうすると, 被告が原告を背任罪の疑いで刑事告発し, その事実を公表
するに当たっては, 本件寄付の経緯について調査検討を尽くすべきであっ
たというべきである｡ …これを本件についてみると, …被告は, 第三者委
員会から本件寄付に係る寄付金の返還の経緯について関係者に対する詳し
い事情聴取をしていないとの報告を受けたが, 被告が自ら又は第三者委員
会を通じて本件寄付の経緯についてＡの理事, 職員やＪに対する事情聴取
をしたことを窺わせる証拠はなく, …被告はＡの顧問税理士である原告に
対して直接に事情聴取をしたこともなかったことが認められる｡ 被告は,
必要な調査をすることなく, 原告には背任罪が成立すると判断して原告を
刑事告発し, 本件公表に及んだことが認められるのであるから, 被告は,
職務上通常尽くすべき注意義務を尽くさなかったということができる｡｣
背任罪の主観的構成要件該当性について, ｢1〉Ａの理事長であったＨ
のほか, 理事…, 顧問税理士の原告は, いずれも本件寄付の条件となって
いたＪの理事等への就任が実現されなかったため, 同法人はＪに対して寄
付金2400万円を返還しなければならず, その返還に応じなければＪから法
的責任を追及される可能性があると考えていたこと,〈2〉Ａは, Ｊに対し
て実質的に寄付金2400万円を返還するため, Ｊが設立した法人である有限
会社Ｋとの間で本件業務委託契約を締結し, 報酬の名目で金員を支出した
ことが認められる｡ そうすると, Ｈと原告は, いずれも, 本件業務委託契
約に基づく報酬の支出により実質的に寄付金を返還することがＡに損害を
加える行為であると認識しておらず, 背任罪についての故意や自己若しく
は第三者の利益を図り又はＡに損害を加える目的を有していたとは認めら
れないという余地が十分にあったといえる｡ …被告は, 原告を背任罪の疑
いで告発し, その事実を公表するに当たっては, 本件寄付の経緯や原告が
認識していた事実関係について調査検討を尽くすべきであったというべき
である｡ (改行) しかし, 本件においては, 前記…で認定判断したとおり,
被告は, 本件寄付の経緯について, 職務上通常尽くすべき調査検討を尽く
さなかったということができる｡ また, …第三者委員会の財務調査報告書
…及び原告に対する事情聴取記録…には,〈1〉ＪがＡに対して寄付金の返
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還を求めた経緯や, この問題についての同法人の理事又は職員からの説明
内容,〈2〉ＡがＪに対して寄付金を返還すべきであると原告が判断した理
由,〈3〉本件業務委託契約の締結への原告の関与の有無,〈4〉本件業務委
託契約が警備業務としての実体を有しない契約であることについての原告
の認識の有無などは記載されていない…｡ さらに, 前記…認定のとおり,
被告は, 原告に対して直接の事情聴取をしなかったことが認められる｡ こ
れらによれば, 被告は, 原告に故意や自己若しくは第三者の利益を図り又
はＡに損害を加える目的があったかどうかついて
原 文 マ マ
調査検討を尽くさなかっ
たということができる｡｣
｢…検討したところによれば, Ａの理事長が同法人を代表して本件業務
委託契約を締結し, これに基づいて報酬を支出させたことは, Ａに損害を
加えるものであるとは認められないという余地が十分にあり, また, 原告
に背任罪の故意や自己若しくは第三者の利益を図り又はＡに損害を加える
目的があったとは認められないという余地が十分にあり, 被告は, 原告を
背任罪の疑いで刑事告発し, その事実を公表するに当たっては, 本件寄付
の経緯や原告が認識していた事実関係について調査検討を尽くすべきであっ
たにもかかわらず, 被告は原告の顧問税理士としての活動が背任罪の客観
的構成要件及び主観的構成要件に該当するかどうかについて, 職務上通常
尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と本件公表を行ったということ
ができる｡ …したがって, 被告が本件公表をしたことは, 国家賠償法１条
１項所定の違法なものと評価するのが相当である｡ また, 上記の認定判断
によれば, 被告には過失があると認められる｡ よって, 被告は, 原告に対
し, 国家賠償法１条１項に基づく損害賠償責任を負う｡｣
争点３ 損害の有無及び名誉回復処分の要否
(1) 損害について
｢…原告は, 本件公表により精神的苦痛を被ったことが認められる｡ …
被告が刑事告発書面及び質問回答書面を本件研修会で配付し, ホームペー
ジに掲載したこと, 記者会見においてマスコミ関係者に刑事告発書面を配
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布したことにより原告が背任行為を行ったとの事実が相当程度流布したと
考えられること, 本件公表は, 原告が税理士としての職務を行うに当たり
犯罪行為を行ったことを内容とするものであり, 原告の職業上の信用を毀
損するものであるということができること, その他本件に顕れた諸事情を
考慮すれば, 原告の受けた精神的苦痛に対する慰謝料の額は300万円と認
めるのが相当である｡｣
(2) 名誉回復処分の要否について
｢本件訴訟において, 本件公表が違法であるとの判断を示し, 被告に対
して300万円の損害賠償を命じることにより原告の社会的評価を相当程度
回復することが可能であるということができる｡ したがって, 上記金額の
損害賠償とともに名誉回復処分としての謝罪文等の交付を命じる必要があ
るということはできず, 名誉回復処分としての謝罪文等の交付を命じるこ
とが相当であるということはできない｡｣
【評釈】 判旨賛成
本件は, 被告たるＹの職員が, 社会福祉法人の顧問税理士たるＸが行っ
た業務等が背任罪に該当するとして刑事告発し
(１)
, そのことをホームページ
上に掲載するとともに, 研修会においてその事実を記載した紙を配布する
等したことによって名誉を毀損されたとして, 国賠法１条１項上の損害賠
償請求の一部が認められたが, 国賠法４条に基づく民法732条上の謝罪文
等の交付の請求が棄却された事例である｡
本件公表は, Ｙが ｢社会福祉法人における保育所運営費等の公的負担金
の目的外利用は, 厳しく非難されるべきである｡ …社会福祉法人による不
祥事があったことを受け, 福祉サービスの利用者を保護し, 法的責任の所
在を明確にするとともに社会福祉法人における同様の不祥事の再発を防止
するという公益上の要請から社会福祉法人関係者に対する資料配布, ホー
ムページへの掲載, 記者会見におけるマスコミ関係者への資料配付等を行っ
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たものであり, 本件公表には公益を図る目的がある｡｣ と主張しているが
(２)
,
行政による公表を ｢制裁｣ ないし ｢情報提供｣ といった目的ごとに明確に
区分することは困難であるが
(３)
, 利用者を保護するなどの単なる情報提供の
目的を有するだけではなく, 刑事告発されるが如き不祥事をしたＸの法的
責任を周知することによるＸに対して社会的な不利益を科する制裁的な目
的を重層的に含む公表と位置付けることができるように思われる
(４)
｡
後に述べるように管見によると, 行政による公表に関わる裁判例は, 公
共の利害に関し, 公益目的で行なわれ, かつ, 公表内容が真実であるかあ
るいは事実を真実と信ずるについて相当の理由がある場合には不法行為は
成立しないとする ｢真実性・相当性の法理｣ により違法性判断される傾向
にあったが, 情報提供を目的とした公表が問題となった ｢O157集団食中
毒公表事件｣ に関わる一連の裁判例以降, 公益目的や公表内容の真実性な
いし相当性だけではなく, 加害活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手
段との比較, 手続保障を考慮要素として総合的に判断する ｢比較衡量の法
理｣ によって違法性判断がなされるものが増えてきた｡ そのような流れの
中において, 本件は, 地方公共団体の公務員が刑事告発した事実を公表し
たことにつき, 公表事実にかかわる経緯や原告の認識について調査検討の
懈怠によって違法性を判断するとした事例である｡
そこで, 本稿は, 行政による公表による名誉毀損の違法性の判断基準な
どに対する若干の考察を行った上で, 本件公表の国賠法１条１項に基づく
公権力行使責任の成否等について検討することを通じて
(５)
, 本判決の評価に
ついて考察することを目的とする｡
1. 本件公表が国賠法１条１項上の ｢公権力の行使｣ に該当するか
国賠法１条１項は, ｢国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が,
その職務を行うについて, 故意又は過失によって違法に他人に損害を加え
たときは, 国又は公共団体が, これを賠償する責に任ずる｣ と定めている｡
そこで, 本判決では, ｢被告は, 社会福祉法人を指導, 監督する権限を行
使する一環として本件公表をしたことが認められる｡｣ と述べるのみで,
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本件公表が国賠法１条１項上の ｢公権力の行使｣ に該当することを所与の
ものとして検討しなかったものと思われるが, まずは行政による公表が当
該 ｢公権力の行使｣ たる行為に該当するかが国賠法１条１項上の公権力行
使責任の成否において問題となる｡
そもそも行政による公表は, それ自体によって直接的に国民の権利義務
に影響を及ぼすものではないことから, 非権力的事実行為と捉えられる行
為である｡ それ故に, 当該行為は ｢公権力の行使｣ とは看做されないよう
にも見える｡ この点につき, 学説・判例の立場としては, 国の私経済的作
用および国賠法２条の対象を除くすべての活動を公権力の行使と観念する,
いわゆる広義説が採られる傾向にあるところ
(６)
, 非権力的事実行為たる行政
による公表の作用は, 国家権力の優越的な意思発動たる作用とは言い難い
とは言え, 公益的な行政作用であって純然たる私経済的作用ではない｡ よっ
て, かかる広義説に立つならば, 行政による公表は ｢公権力の行使｣ たる
行為として, 国賠法１条１項の適用対象と成り得るものと解される
(７)
｡
以上のようなことを前提にして考えると, 本件公表は行政による公表の
一つと位置付けられる行為であることから, 国賠法１条１項の ｢公権力の
行使｣ に該当する行為と解され, 本判決では所与のものとして検討されな
かったが, 本件公表の違法性は国賠法１条１項に基づく公権力行使責任の
問題と成り得るものと思われる｡
2. 本件公表の違法性の判断基準
国賠法１条１項の ｢違法性｣ について, 判例によると ｢国家賠償法一条
一項は, 国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が個別の国民に対
して負担する職務上の法的義務に違背して当該国民に損害を加えたときは,
国又は公共団体がこれを賠償する責に任ずることを規定するものである｣
とされ
(８)
, 当該公務員の行為が職務上の法的義務違反があったというのは,
当該公務員が ｢職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と｣
当該行為を行ったような場合であるとされる
(９)
｡ このように, 公務員の行為
に関する国賠法１条１項の違法性を抗告訴訟上等の客観的法規違反と異な
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る注意義務違反と二元的に観念する, いわゆる ｢職務行為基準説｣ に立っ
て判断される場合がある
(10)
｡ これは, 公務員の行為が結果として客観的法規
範に反するとしても, 行為当時の状況を基準として当該公務員が為すべき
ことをしたか否かの観点から違法性を判断するというものである｡ そして,
この場合においては, 違法性と過失が一元的に判断されている｡ 特に, 非
権力的事実行為の場合には, 行政処分におけるような拠るべき明確な客観
的法規範が存在しない場合が多く, それ故に国賠法１条１項の違法性を職
務行為基準説に立って判断することに馴染みやすいものと思われる｡ これ
を前提にして, 行政による公表という行政手法について見れば, 公表され
る者に対する名誉侵害の予見可能性が在り, これに対して可能な限り損害
を回避すべきと解されることから, 職務上通常尽くすべき注意義務を尽く
すことなく漫然と公表し, 他人の名誉を不当に侵害したかどうかによって
当該行為の違法性が判断されるものと解される
(11)
｡
そこで, 如何なる場合に, 行政による公表が職務上尽くすべき注意義務
を尽くすことなく他人の名誉を不当に侵害したと判断されるのかを検討す
る｡ その具体的基準として, 過去の行政による公表の違法性が問題とされ
た裁判例においては, 私人の公表行為による名誉毀損が問題となった民事
上の不法行為の判例で示された, ｢民事上の不法行為たる名誉毀損につい
ては, その行為が公共の利害に関する事実に係りもつぱら公益を図る目的
に出た場合には, 摘示された事実が真実であることが証明されたときは,
右行為には違法性がなく, 不法行為は成立しないものと解するのが相当で
あり, もし, 右事実が真実であることが証明されなくても, その行為者に
おいてその事実を真実と信ずるについて相当の理由があるときには, 右行
為には故意もしくは過失がなく, 結局, 不法行為は成立しないものと解す
るのが相当である…｡｣ という, いわゆる ｢真実性・相当性の法理｣ と称
される免責事由の有無による判断基準が
(12)
, 用いられる傾向にあった
(13)
｡ そし
て, 当該基準によれば, 行政による公表が, 公共の利害に関し, 公益目的
で行なわれ, かつ, 公表内容に真実性ないし相当性がある場合には違法性
が無いとされることになる｡ そして, 事実を真実と信ずるについて相当の
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理由があるときには過失はないとする ｢真実性・相当性の法理｣ において
も真実性について合理的な注意を尽くして調査検討したことが不可欠とさ
れる
(14)
｡ 但し, 民事上の ｢真実性・相当性の法理｣ は, そもそも刑法230の
２の規定が ｢人格権としての個人の名誉の保護と, 憲法二一条による正当
な言論の保障との調和をはかつたもの｣ ということに由来しており
(15)
, 公表
主体が行政主体であるにも関わらず, 名誉権と表現・報道の自由の衝突を
調整する ｢真実性・相当性の法理｣ を用いて行政による公表の違法性を判
断することについては, 多くの批判的見解が存在する
(16)
｡ ところで, かかる
｢真実性・相当性の法理｣ は, 事実の摘示による名誉毀損に用いられてい
るが, ｢ある事実を基礎としての意見ないし論評の表明による名誉毀損に
あっては, その行為が公共の利害に関する事実に係り, かつ, その目的が
専ら公益を図ることにあった場合に, 上記意見ないし論評の前提としてい
る事実が重要な部分について真実であることの証明があったときには, 人
身攻撃に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したのでない限り, 上
記行為は違法性を欠くものというべきであり, 仮に上記証明がないときに
も, 行為者において上記事実の重要な部分を真実と信ずるについて相当な
理由があれば, その故意又は過失は否定される｣ として
(17)
, このような事実
を基礎とする意見ないし論評については, その事実に関し ｢真実性・相当
性の法理｣ の要件をすべてクリアすることを前提に
(18)
, その表現について
｢人身攻撃に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したのでない限り｣
という要件を付加した上で判断するとしており
(19)
, これはいわゆる ｢公正論
評の法理｣ と呼ばれ
(20)
, ｢真実性・相当性の法理｣ を基調としながら, その
名誉毀損の態様の別によって派生形が生じる可能性を示すものであり, そ
の存在は行政による公表の違法性判断基準を検討する上で参考になるよう
に思われる
(21)
｡ そして, 本件公表の公表内容に背任罪に該当する旨の法的見
解が含まれていたが, 行為者の法的見解の表明は, このような意見ないし
論評の表明に当たるとされることから
(22)
, ｢公正論評の法理｣ からは, この
部分についても事実の重要な部分においての真実性ないし事実を真実と信
ずるについて相当の理由があるかが重要となる｡
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そこで, 行政による公表について, 近年においては, ｢情報提供を目的
とした公表｣ による名誉毀損の国賠法１条１項上の違法性が問題となった,
O157集団食中毒公表事件に関わる判示の中で, 公務員がその職務に関す
る事項について表現の自由を認めることはできないことや, それが及ぼす
影響の重大性から, 表現内容に十分に配慮する必要があるのはもちろん,
公表の時期・場所・方法といった事柄についても注意を払う義務があるこ
とから, ｢私人による表現行為と公務員による表現行為を同一の基準で判
断することは必ずしも相当とは認められない｡｣ とした上で, ｢公表が…名
誉・信用を毀損する違法なものかどうかを判断するに当たっては, 公表の
目的の正当性をまず吟味すべきであるし, 次に, 公表内容の特質, その真
実性, 公表方法・態様, 公表の必要性と緊急性等を踏まえて, …公表する
ことが真に必要であったかを検討しなければならない｡ その際, 公表する
ことによる利益と公表することによる不利益を比較衡量し, その公表が正
当な目的のための相当な手段といえるかを判断すべき｣ であり, ｢方法・
態様の相当性を検討する際には, 手続保障の精神も尊重されなければなら
ない｣ として
(23)
, 違法性の判断基準としての ｢真実性・相当性の法理｣ を明
確に排除したものが現れた｡ そして, 当該基準は ｢比較衡量の法理｣ と呼
ばれ
(24)
, O157集団食中毒公表事件以降には, このように行政による公表の
違法性を考慮事項の総合的判断によってするという立場がある程度固まり
つつあると指摘されている
(25)
｡ 当該基準によれば, 行政による公表が, 公共
の利害に関し, 公益目的で行なわれ, かつ, 公表内容に真実性・相当性が
存在する場合であっても, 公表が不必要ないし不相当である場合には, 違
法性が肯定されることになる｡ そして, これまでの ｢真実性・相当性の法
理｣ による, 公表内容の真実性・相当性を中心にした判断基準と異なり,
加害活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手段との比較, 手続保障を考
慮要素として総合的に判断するものと解され
(26)
, その他一般の行政活動に対
する国賠法１条１項上の違法性判断の議論に近しいものとなっていた
(27)
｡ こ
のように, かかる ｢比較衡量の法理｣ においても, 公表事実にかかわる真
実性が重要な考慮要素となっているが, 行政活動として公表が為される以
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上, その他一般の行政活動に対する違法性判断の枠組みと近似するのは当
然であるように思われる
(28)
｡
ところで, 本判決においては, 行政による公表の目的が制裁であるか情
報提供であるかの区別は問題となっていないが, 制裁的公表 (制裁的な目
的を重層的に持つ公表も含めて｡) の違法性判断につき, ｢情報提供を目的
とした公表｣ に関わる従前の裁判例で示された ｢比較衡量の法理｣ の判断
基準を用いる点について見れば, 第１に, 行政による公表という行為の目
的については, 情報提供を目的とするか, あるいは制裁を目的とするかと
いった公表の目的を明確に区分することは困難であり, 本件のように両方
の目的が重層的に存在することもあり得ること
(29)
, 第２に, 行政による公表
の結果については, その目的が情報提供であるか, 制裁であるかの別を問
わず, 公表される者に対する名誉侵害の予見可能性が在り, これに対して
可能な限り損害を回避すべきと解されることから, 職務上通常尽くすべき
注意義務を尽くすことなく漫然と公表し, 他人の名誉を不当に侵害しては
ならないことは同様であること, の２点が挙げられる｡ そして, ｢O157
集団食中毒公表事件｣ 以降, 地方公共団体が, 地下水の塩素イオン濃度が
急激に上昇したのは温泉施設からの排水が原因である旨を公表したことに
つき, ｢本件公表の違法性を検討するに当たっては, その目的の正当性,
必要性, 時期及び内容の相当性に照らして検討する必要がある…｡｣ とし
て
(30)
, 行政指導の実効性確保のための制裁を目的とする公表についても ｢比
較衡量の法理｣ を用いて違法性を判断し, 国賠法１条１項上の違法が認め
られなかった事例が存在している
(31)
｡ このように, 近時では, 行政による公
表の事案全般において ｢比較衡量の法理｣ が頻繁に用いられるようになっ
たと言い得るように思われる｡
そして, 上記のような裁判例の流れの中, 本判決は, 公務員が刑事告発
の事実を公表するに当たっては, ｢本件寄付の経緯や原告が認識していた
事実関係について調査検討を尽くすべきであったにもかかわらず, 被告は
原告の顧問税理士としての活動が背任罪の客観的構成要件及び主観的構成
要件に該当するかどうかについて, 職務上通常尽くすべき注意義務を尽く
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すことなく漫然と本件公表を行ったということができる｡｣ として
(32)
, 国賠
法１条１項上の違法を職務上の注意義務に違背するか否かによって判断す
る ｢職務行為基準説｣ に立つことを明らかにしつつ, その具体的な違法性
判断の基準を, これまで用いられていた ｢真実｣ という語を用いることな
く, 公表事実にかかわる経緯や原告の認識についての調査検討の懈怠によっ
て判断するとしたものである｡ そして, 本件と同様に, 近時の地方公共団
体の公務員が告発ないし告発した旨を公表したことが問題となった判決に
おいても, ｢真実｣ という語を用いることなく, 調査検討の懈怠によって
違法性を判断しているものが存在している
(33)
｡ ところで, 事実を真実と信ず
るについて相当の理由があるときには過失はないとする ｢真実性・相当性
の法理｣ においても真実性について合理的な注意を尽くして調査検討した
ことが不可欠とされている
(34)
｡ このように, 結局のところ, 職務行為基準説
に立って公表事実にかかわる経緯や原告の認識についての調査検討の懈怠
によって違法性を判断することは, 公表事実の真実性に対する合理的な注
意を尽くしたかを問題としており, ｢真実性・相当性の法理｣ と実質的に
同じとなるように思われる｡
｢比較衡量の法理｣ においては, 公表事実の真実性がその中で中核的な
考慮要素として位置付けられていることや, また, 公表事実の真実性に対
する調査検討を尽くしたか否かのみによって違法性判断をすることが可能
な場合もあることから, 調査検討の懈怠によって違法性判断をするという
立場は, 従前の ｢比較衡量の法理｣ と直ちに矛盾するものではないように
思われる｡ しかしながら, ｢比較衡量の法理｣ であれば, 行政による公表
は, その必要性, 発表内容, 方法如何によっては, 違法と評価される場合
があり得ると解されることから, 地方公共団体の公務員による告発事実の
公表についても公表された者の私的利益保護を比較衡量して違法性を判断
すべき場合もあり得ると思われるから, 公表事実に対する調査検討を尽く
したか否かのみによって違法性判断をするというのであれば, ｢比較衡量
の法理｣ と矛盾することになるように思われる｡ すなわち, 例えば, 本件
においては, 調査検討を尽くしたか否かだけではなく, 捜査機関によって
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起訴される等といった刑事事件として公になるまで待てずに, 速やかに告
発事実を公表しなければならないような公表内容, 必要性, 緊急性は存し
ないから, 行為の態様として公表を控えるべきと考えることができるので
はないか｡
本判決は ｢本件寄付の経緯や原告が認識していた事実関係について調査
検討を尽くすべきであった｣ として
(35)
, 地方公共団体の公務員が事情聴取を
・・・・
したかが争点を判断する材料となっている｡ 公務員の注意義務は公務員個
人の注意ではなく客観的注意義務であり一般人のそれよりも高度であると
解されているところ
(36)
, かかる調査検討の懈怠の注意義務の程度は, 公的機
関の調査権限の程度によって異なるように思われる｡ 例えば, 捜査機関に
よる犯罪嫌疑事実を報道機関に公表した事例につき, ｢警察が捜査機関で
あることに鑑みれば, 警察としてその公表時点までに通常行うべき捜査を
尽くし, 収集すべき証拠を収集した上で, それらの証拠資料から当該犯罪
について有罪と認められる嫌疑があることが必要であるが, 右のような捜
査を尽くし, 収集すべき証拠を収集した上でそれらの証拠資料を総合勘案
すれば, 右公表の時点において, 合理的判断過程により当該犯罪について
有罪と認められる嫌疑があると認められれば足りるものと解するのが相当
である｡｣ として被告の抗弁を認めなったものがあり
(37)
, このように捜査機
関にして ｢捜査を尽くして｣ 有罪認定ができるレベルまでの調査検討を求
められる注意義務と比較した場合には, 本件のように任意の行政調査の一
つと位置付けられる事情聴取を求める程度とでは相対的に異なるように思
われる｡
. 本件公表に関わる謝罪文等の交付
本判決は, ｢本件公表が違法であるとの判断を示し, 被告に対して300万
円の損害賠償を命じることにより原告の社会的評価を相当程度回復するこ
とが可能であるということができる｡ したがって, 上記金額の損害賠償と
ともに名誉回復処分としての謝罪文等の交付を命じる必要があるというこ
とはできず, 名誉回復処分としての謝罪文等の交付を命じることが相当で
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あるということはできない｡｣ として
(38)
, 判決において違法であるとの宣言
が為されることと損害賠償を命じることを以て名誉回復が成されるとして,
謝罪文等の交付の請求を棄却した｡
国賠法４条は ｢国又は公共団体の損害賠償の責任については, 前三条の
規定によるの外, 民法の規定による｡｣ とされるところ, 民法723条は ｢他
人の名誉を毀損した者に対しては, 裁判所は, 被害者の請求により, 損害
賠償に代えて, 又は損害賠償とともに, 名誉を回復するのに適当な処分を
命ずることができる｡｣ としている｡ かかる民法723条による ｢名誉を毀損
された被害者の救済処分として, 損害の賠償のほかに, それに代えまたは
それとともに, 原状回復処分を命じうることを規定している趣旨は, その
処分により, 加害者に対して制裁を加えたり, また, 加害者に謝罪等をさ
せることにより被害者に主観的な満足を与えたりするためではなく, 金銭
による損害賠償のみでは填補されえない, 毀損された被害者の人格的価値
に対する社会的, 客観的な評価自体を回復することを可能ならしめるため
であると解｣ されているところであるが
(39)
, 民事裁判上, 裁判所が裁量的に
幅を持って謝罪文等の交付を判断しており, 現在のところその要件と効果
について明確さを欠いているように見える
(40)
｡
ところで, 学者等の中には, 行政により公表された情報が間違っていた
場合には, 公表によって生じた名誉の回復を求める方法として, 再び同一
のマスメディアを用いて訂正広告を出すことを求める民事訴訟も民法723
条により許されるという見解がある
(41)
｡ また, さらに, 公表により名誉, プ
ライバシー, 名誉感情等を侵害され, 重大で回復困難な損害を被るおそれ
がある場合には, 人格権としての名誉権等に基づき公表された情報の訂正
ないし抹消を求めることも可能とする見解が存在する
(42)
｡ これらのように,
従前より, 行政による公表について, 裁判所を通じた原状回復の措置の可
能性が指摘されていた｡
そして, 国賠法４条に基づく民法723条が適用され, 行政主体に対して
謝罪文等の交付が認められるか否かについて, 民事同様にその要件ないし
効果が不明確であるが, そのような中で幾つかの判決を参考として見てみ
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ると, ｢警察庁長官狙撃事件｣ 一審判決は, ①行政による公表が公的見解
として真実として受け取られ今後もそれが根拠として用いられるおそれが
あること, ②行政による公表に有効な反論をすることが極めて困難である
こと, ③行政による公表が重大な違法性を有する行為であること, を挙げ
て謝罪文の交付を認めたが (但し, 謝罪文の掲示については, 原状回復措
置としての有効性や必要性に疑問が残るとして棄却した
(43)
｡), 一方では, そ
の控訴審においては, ④控訴審の判決時において, 原判決の内容が報道さ
れていたこと, ⑤一審判決に重ねて, 国賠法上違法であることと損害賠償
が命じられること, を以て謝罪文の交付を認めた原審部分が取り消された
ことが参考となる
(44)
｡ 加えて, その他の判決においては, ⑥原告が弁護士と
いう地位を有するものであり, 記者会見等の方法により相当程度信用を回
復することが可能であることや
(45)
, ⑦不起訴処分の理由を含め全国紙で報道
されて名誉が相当程度回復していることから, 謝罪広告を棄却したもの等々
様々である
(46)
｡
本判決は, 国賠法４条に基づく民法732条上の謝罪文等の交付の請求は
棄却している｡ 本判決のように, 行政機関によりホームページの掲載や記
者会見を開かれる等によって広く周知されて社会的評価が低下しており,
勝訴判決が為されただけで名誉回復が為されると考えるのは妥当ではなく,
結果的に判決が報道等によって周知されて将来において名誉回復が達せら
れる可能性は否定できないが
(47)
, 通常, 判決内容が報道等されるという因果
関係は判決時において無いと思えるから, 裁判所が判決時においてそれを
期待することは無理であり, 金銭賠償によって十分に損害が償われた等の
名誉回復の必要性がないとされるならば兎も角, 損害賠償を命じることに
より社会的評価が回復するという本判決の謝罪文等の交付を認めなかった
判断理由に妥当性は無いように思われ, この点に限っては本判決の理由に
疑問が残る｡
4. 本判決の評価
本判決の評価については, 上記した通りであるが, その余の部分につい
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て, 若干の私見を次の通り述べるとしたい｡
本判決の判例としての価値は, 地方公共団体の公務員が刑事告発をして
その旨の公表が, 職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然と
なされたと認め得るような事情がある場合に違法であるとして, 職務行為
基準説に立つことを明らかにしつつ, その具体的な違法性判断の基準を,
公表事実にかかわる経緯や原告の認識について調査検討の懈怠によって為
すとした点であり, 当該懈怠の有無の判断は, 行政側が事情聴取を実施し
たかがポイントとなっている｡ そして, 本判決の立場は, ｢真実｣ という
語を用いることはなかったが, 判断基準の実際は, 事実を真実と信ずるに
ついて相当の理由があるときには過失はないとする ｢真実性・相当性の法
理｣ と同じと位置付けることができるように思われる｡
そして, 本判決の直接の射程は, 地方公共団体の公務員が刑事告発をし
てその旨を公表した事案につき, その行為が国賠法１条１項の違法に当た
るか否かが争点となる事案に極限されるが, 一方では, 従前より ｢真実性・
相当性の法理｣ と ｢比較衡量の法理｣ のいずれかが用いられていた行政に
よる公表の国賠法１条１項の違法の事案の全般にも及ぶものであるかどう
かは不明である｡ 上述したように, ｢比較衡量の法理｣ と呼ばれる行政に
よる公表の違法性を考慮事項の総合的判断によってするという立場がある
程度固まりつつあると指摘されているが, 昨今の判決の中には未だ ｢真実
性・相当性の法理｣ によって判断しているものも散見されており, 今後,
これらと調査検討の懈怠によって違法性を判断するという立場が, どのよ
うに整理・発展されるのかを注目したい｡
本判決は ｢一般読者の普通の注意と読み方｣ を基準として
(48)
, Ｘたる顧問
税理士が違法行為に加担して刑事責任を追及される等の事実の摘示と法的
見解を公表することにより, Ｘの社会的評価の低下を認めたものであるが,
本件では社会的地位が高いと受け取られることが通常と考えられる税理士
としての業に従事する者の社会的評価が低下しており, 本件においては名
誉毀損が成立する高い蓋然性はあったと思われる｡ そして, 本件事実から
見るに, 調査検討を尽くすべきであるのは当然であるにもかかわらず, 事
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情聴取をする等の慎重に調査検討せずに公表したものであり, 漫然と公表
をした公務員の行為は違法となると解されてもやむを得ないから, 公権力
行使責任を認める本判決の結論については首肯できるように思われる｡ 一
方, 謝罪文等の交付の請求については, 上述したとおりである｡
注
(１) 刑法247条は ｢他人のためにその事務を処理する者が, 自己若しくは
第三者の利益を図り又は本人に損害を加える目的で, その任務に背く行
為をし, 本人に財産上の損害を加えたときは, 五年以下の懲役又は五十
万円以下の罰金に処する｡｣ としている｡
(２) 本件・広島地判平成27年５月15日 D 1－Law (28232967)｡
(３) 行政による公表活動を ｢制裁｣ ないし ｢情報提供｣ といった目的ごと
に明確に区分することは難しい｡ その理由として, ①行政機関が公表す
る行為として, 目的を異にしたとしても外観上同様であること, ②制裁
を目的とした公表であっても, 制裁としての機能を有するだけではなく,
情報提供としての機能も併有していること, ③情報提供を目的とした公
表であっても, 違反事実・不服従事実等を公表される者にとっては, 制
裁を目的とした公表と同様に社会的制裁を受けることに変わりないこと,
④同一の公表活動の中に, 制裁としての目的と情報提供としての目的の
２つが同時に存在することもあり得ること, 以上の４点を挙げることが
できる｡ なお, 制裁か情報提供であるかについて区分することが困難で
ある旨を指摘するものとして, 加藤幸嗣 ｢行政上の情報提供・公表｣ 芝
池義一ほか編 『行政法の争点』 (有斐閣, 第３版, 2004) 41頁, 紙野健
二 ｢行政指導｣ 室井力ほか編 『行政手続法・行政不服審査法』 コンメン
タール行政法Ⅰ (日本評論社, 第２版, 2008) 240～241頁, 高橋滋 『行
政法』 (弘文堂, 2016) 188頁のそれぞれを参照のこと｡ 情報提供の意味
合いと義務履行の機能を併せもつ場合があるとする旨のもとして, 櫻井
敬子＝橋本博之 『行政法』 (弘文堂, 第５版, 2015) 179頁以下参照｡
(４) 行政による制裁的公表に対する法的研究が幾つか存在している｡ 例え
ば, 阿部泰隆 『行政法解釈学Ⅰ』 (有斐閣, 2008) 598頁以下, 川神裕
｢法律の留保｣ 藤山雅行＝村田斉志編 『行政争訟』 新・裁判実務大系第
25巻 (青林書院, 改訂版, 2012) ７頁以下, 北村喜宣 『行政法の実効性
確保』 (有斐閣, 2008) 73頁以下のそれぞれを参照｡ また, 拙稿 ｢行政
による制裁的公表の法的問題に関する一考察｣ 東海法学40号 (2008) 75
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頁以下, 拙稿 ｢判批｣ 桃山法学15号 (2010) 361頁以下, 拙稿 ｢行政に
よる制裁的公表に関わる公務員法上の守秘義務違反の法的問題に対する
一考察｣ 桃山法学16号 (2010) 29頁以下, 拙稿 ｢判批｣ 桃山法学18号
(2011) 77頁以下, 拙稿 ｢判批｣ 桃山法学19号 (2012) 105頁以下, 拙稿
｢行政による制裁的公表の処分性に関わる法的問題に対する研究｣ 桃山
法学20・21合併号 (2013) 287頁のそれぞれを参照｡
(５) 本稿は, 違法な公権力の行使に起因する国賠法１条１項上の賠償責任
のことを ｢公権力行使責任｣ と呼ぶ｡ これは, 芝池義一 『行政救済法講
義』 (有斐閣, 第３版, 2006) 227頁の用語法に倣ったものである｡
(６) 国賠法１条１項上の ｢公権力の行使｣ 概念に対し, 判例は広義説に立
つものと解される｡ 例えば, 事前相談形式の行政指導の事案につき京都
地判昭和47年７月14日判時691号57頁, 国有林野の管理行為の事案につ
き東京高判昭和56年11月13日判時1028号45頁, 公立学校における教師の
教育活動の事案につき最判昭和62年２月６日判時1232号100頁のそれぞ
れが存在する｡ また, 広義説に立つ学説としては, 古崎慶長 『国家賠償
法』 (有斐閣, 1971) 101～103頁, 塩野宏 『行政法Ⅱ』 (有斐閣, 第５版
補訂版, 2013) 307～308頁, 宮田三郎 『国家責任法』 (信山社, 2000)
51～52頁のそれぞれを参照のこと｡
(７) 行政による公表を国賠法１条１項上の公権力行使責任の問題として検
討する裁判例としては, 後掲注(24)のそれぞれの裁判例を参照｡
(８) ｢在宅投票制度廃止事件｣ 最一判昭和60年11月21日民集39巻７号1512
頁 [1515頁]｡
(９) 最一判平成11年１月21日判時1675号48頁 [50頁]｡
(10) 行政活動一般の違法性判断に職務行為基準説を用いる裁判例は多く存
在しているが, 公務員の為すべき行為の程度はそれぞれ異なっている｡
｢奈良民商事件｣ 最一判平成５年３月11日民集47巻４号2863頁 [2868頁]
は ｢税務署長のする所得税の更正は, 所得金額を過大に認定していたと
しても, そのことから直ちに国家賠償法一条一項にいう違法があったと
の評価を受けるものではなく, 税務署長が資料を収集し, これに基づき
課税要件事実を認定, 判断する上において, 職務上通常尽くすべき注意
義務を尽くすことなく漫然と更正をしたと認め得るような事情がある場
合に限り, 右の評価を受けるものと解するのが相当である｡｣ とし, ｢税
務署長がその把握した収入金額に基づき更正をしようとする場合, 客観
的資料等により申告書記載の必要経費の金額を上回る金額を具体的に把
握し得るなどの特段の事情がなく, また, 納税義務者において税務署長
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の行う調査に協力せず, 資料等によって申告書記載の必要経費が過少で
あることを明らかにしない以上, 申告書記載の金額を採用して必要経費
を認定することは何ら違法ではないというべきである｡｣ (同68～69頁)
とした｡ 最一判平成11年１月21日・前掲注(９) [50頁] は ｢市町村長が
住民票に法定の事項を記載する行為は, たとえ記載の内容に当該記載に
係る住民等の権利ないし利益を害するところがあったとしても, そのこ
とから直ちに国家賠償法一条一項にいう違法があったとの評価を受ける
ものではなく, 市町村長が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすこと
なく漫然と右行為をしたと認め得るような事情がある場合に限り, 右の
評価を受けるものと解するのが相当である｣ とし, 国の事務処理要綱の
｢その定めが明らかに法令の解釈を誤っているなど特段の事情がない限
り, これにより事務処理を行うことを法律上求められていたということ
ができる｡｣ (同50頁) とした｡ 最一判平成18年４月20日 D 1－Law
(28110992) は, ｢条例に基づく公文書の非開示決定に取り消し得べき
瑕疵があるとしても, そのことから直ちに国家賠償法１条１項にいう違
法があったとの評価を受けるものではなく, 公務員が職務上通常尽くす
べき注意義務を尽くすことなく漫然と上記決定をしたと認め得るような
事情がある場合に限り, 上記評価を受けるものと解するのが相当である｣
とし, ｢担当職員において請求に係る全文書の内容の真否の調査をする
ことは義務付けられて｣ いないとした｡
(11) 職務行為基準説は尽くすべき注意義務の程度を問題とするものであっ
て, なんらかの義務違反を責任要件とする ｢義務違反的構成｣ と対置さ
れる場合がある (芝池義一 『行政救済法講義』 (有斐閣, 第３版, 2006)
244～246・248頁の注(７)参照｡)｡ しかしながら, これらは明確に区分
されているわけではないようである (この点につき, 宇賀克也 『国家補
償法』 (有斐閣, 1997) 54頁以下, 塩野・前掲注(６)313頁以下, 藤田宙
靖 『行政法Ⅰ (総論)』 (青林書院, 第４版改訂版, 2005) 499頁以下の
それぞれを参照のこと｡)｡
(12) ｢署名狂やら殺人前科事件｣ 最一判昭和41年６月23日民集20巻５号
1118頁 [1119頁]｡ なお, 五十嵐清 『人格権法概説』 (有斐閣, 2003) 48
頁は, 当該判例を ｢不動の判例｣ と評している｡
(13) 行政による公表の違法性判断につき, ｢真実性・相当性の法理｣ を適
用した裁判例として, 例えば, 東京地判昭和54年３月12日判時919号23
頁は, 洗剤不足を契機に発生した, いわゆる洗剤パニックの原因が業界
の生産制限, 出荷操作にあると指摘した東京都の調査報告書の公表の事
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案につき, ｢真実性・相当性の法理｣ によって, 東京都による名誉毀損
について判断した｡ 東京高判昭和59年６月28日判時1121号26頁 [32頁]
は, 税務職員が租税犯罪の一般予防などの目的のために脱税の事実を新
聞記者に公表したことによる名誉毀損が争われた事案につき, ｢名誉毀
損についての違法性阻却の法理は, 私人の行為による名誉, 信用の毀損
の言動の場合のみならず, …行政上の職務執行に際しての言動について
も妥当するもの｣ とした｡ 東京地判平成５年７月13日判タ835号184頁
[187頁] は, 警察白書に, 北朝鮮工作員の指示を受けてヨーロッパ等で
調査活動に従事した旨を書かれた女性が, 名誉毀損として国を訴えた事
案につき, ｢国民の知る権利 (別の言い方をすれば, 国家機関の広報活
動) と他の法益との調整原理として, いわゆる真実性, 相当性の理論が
適用されると解すべきである｡｣ とした｡
(14) 潮見佳男 『不法行為法Ⅰ』 (信山社, 第２版, 2009) 181頁は, 事実と
信じるについて相当の理由があったというには, ｢信頼すべきところか
ら材料を入手したことと, その真実性について合理的な注意を尽くして
調査検討したことが不可欠となる｣ とする｡ ｢嬰児変死事件｣ 最一判昭
和47年11月16日民集26巻９号1633頁 [1638頁] は, 捜査当局の公の発表
のない場合において報道の相当性が問題となった事案において, ｢本件
記事の内容は, 生まれつき口の形が変つている生後三か月の嬰児の窒息
による変死に関するものであるところ, 捜査当局においてはその屍体解
剖を終つたばかりで, 未だ家族に対する事情聴取もすんでおらず, 次郎
の死が単なる事故死であるという可能性も考えられ, 捜査当局が未だ公
の発表をしていない段階において, 上告人らの誰かが次郎を殺害したも
のであるというような印象を読者に与える本件記事を新聞紙上に掲載す
るについては, 右記事が原判示の如く解剖にあたつた…医師および…刑
事官から取材して得た情報に基づくものであり, 同刑事官が署長と共に
捜査経緯の発表等広報の職務を有し, 右報道することについて諒解を与
えたとしても, 被上告人新聞社としては, 上告人らを再度訪ねて取材す
る等, 更に慎重に裏付取材をすべきであつたというべきである｡ これを
しないで被上告人新聞社の各担当者がたやすく本件記事の内容を真実と
信じたことについては相当の理由があつたものということはできず, 同
人らに過失がなかつたものとはいえない｡｣ とするものがある｡
(15) 最大判昭和44年６月25日刑集23巻７号975頁 [977頁]｡ ｢署名狂やら殺
人前科事件｣ 最一判昭和41年６月23日・前掲注(12) [1119頁] は, 民事
裁判においても ｢真実性・相当性の法理｣ を用いて免責することについ
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ては ｢このことは刑法230条の２の規定の趣旨からも十分窺うことがで
きる｡｣ とする｡
(16) 行政による公表の違法性判断について ｢真実性・相当性の法理｣ を適
用することに批判的ないし疑問を呈する旨の見解としては, 阿部泰隆
｢判批｣ 判自236号 (2002) 117頁, 久保茂樹 ｢判批｣ 自研79巻１号
(2003) 129頁, 鈴木秀美 ｢判批｣ 法時75巻12号 (2003) 120頁, 瀬川信
久 ｢判批｣ 判タ1107号 (2003) 72頁, 松井茂紀 ｢名誉毀損判決の動向｣
判タ598号 (1986) 125頁のそれぞれを参照｡ また, 中立性を求められる
行政による論評についても, 論評ないし批判を任務とするマスメディア
の場合とは異なる旨を述べるものとして, 山田卓生 ｢行政当局による公
表と名誉毀損｣ ジュリ789号 (1983) 84頁のそれぞれを参照のこと｡
(17) ｢脱ゴーマニズム宣言事件｣ 最一判平成16年７月15日民集58巻５号
1615頁 [1621～1622頁]｡
(18) 五十嵐・前掲注(12)69頁参照｡
(19) ｢脱ゴーマニズム宣言事件｣ 最一判平成16年７月15日・前掲注(17)
[1622頁]｡
(20) 五十嵐・前掲注(12)65頁以下参照｡
(21) 名誉毀損の態様の別によって違法性判断基準の派生形が生じる可能性
を示す参考例として, 企業秩序内部の秩序維持の場面であるが, 内部告
発した労働者を懲戒解雇することの正当性が問題となった事案につき,
｢大阪いずみ市民生協内部告発事件｣ 大阪地堺支判平成15年６月18日労
判855号22頁 [47頁] は, ｢いわゆる内部告発においては, これが虚偽事
実により占められているなど, その内容が不当である場合には, 内部告
発の対象となった組織体等の名誉, 信用等に大きな打撃を与える危険性
がある一方, これが真実を含む場合には, そうした組織体等の運営方法
等の改善の契機ともなりうるものであること, 内部告発を行う者の人格
権ないしは人格的利益や表現の自由等との調整の必要も存することなど
からすれば, 内部告発の内容の根幹的部分が真実ないしは内部告発者に
おいて真実と信じるについて相当な理由があるか, 内部告発の目的が公
益性を有するか, 内部告発の内容自体の当該組織体等にとっての重要性,
内部告発の手段・方法の相当性等を総合的に考慮して, 当該内部告発が
正当と認められた場合には, 当該組織体等としては, 内部告発者に対し,
当該内部告発により, 仮に名誉, 信用等を毀損されたとしても, これを
理由として懲戒解雇をすることは許されないものと解するのが相当であ
る｡｣ とする｡
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(22) ｢脱ゴーマニズム宣言事件｣ 最一判平成16年７月15日・前掲注(17)
[1622頁] は, ｢法的な見解の表明は, 事実を摘示するのではなく, 意見
ないし論評の表明の範ちゅうに属するのというべきである｡｣ とする｡
(23) 大阪地判平成14年３月15日判タ1104号86頁 [114・116頁]｡
(24) 瀬川・前掲注(16)72頁は, 当該違法性の判断枠組みを ｢比較衡量の法
理｣ と呼称する｡ なお, これまでの裁判例において示されてきた, ｢比
較衡量の法理｣ による違法性判断の考慮要素としては, ①大阪地判平成
14年３月15日・前掲注(23)は, 公表の目的の正当性, 公表内容の性質,
公表内容の真実性, 公表方法・態様, 公表の必要性と緊急性を挙げてい
る｡ 先の裁判例①の控訴審である, ②大阪高判平成16年２月19日訟月53
巻２号541頁は, 公表の目的の正当性, 公表内容の性質, 公表内容の真
実性, 公表方法・態様, 公表の必要性と緊急性, を挙げている｡ ③東京
地判平成13年５月30日判時1762号６頁は, 公表行為が法律の趣旨に沿っ
た行為か, 公表の必要性ないし合理性, 公表方法の相当性, を挙げてい
る｡ 先の裁判例③の控訴審である, ④東京高判平成15年５月21日判時
1835号77頁は, 公表の目的, 公表の適法性・相当性を, 挙げている｡ ⑤
東京地判平成18年６月６日判時1948号100頁は, 公表の目的の正当性,
公表の必要性, 公表内容の真実性ないし真実と信ずるについて相当な理
由の存在, 公表態様ないし手段の正当性, を挙げている｡ ⑥東京地判平
成13年11月22日訟月50巻６号1699頁は, 公表の必要性, 犯罪を行ったこ
とを認めるに足りるだけの証拠資料の有無, 相当な方法, を挙げている｡
先の裁判例⑥の控訴審である, ⑦東京高判平成14年５月22日訟月50巻６
号1683頁は, 摘示された事実についての真実性の証明ないし行為者が真
実と信ずるについての相当の理由の存在, 必要性, 発表内容, 方法, を
挙げている｡ ⑧広島地判平成19年４月27日判自333号42頁は, 公表内容
の真実性, 正当な目的のための相当な手段 (方法及び態様) といえるか
否かなど, を挙げている｡ ⑨那覇地判平成20年９月９日 LEX / DB (文
献番号28142122) は, 目的の正当性, 必要性, 時期, 内容の相当性, を
挙げている｡ ⑩大阪地判平成24年10月12日判時2171号92頁は, 公表の目
的の正当性, 公表内容の性質, その真実性, 公表方法や態様, 公表の必
要性, 緊急性等, を挙げている｡ ⑪ ｢警察庁長官狙撃事件｣ 東京高判平
成25年11月27日判時2219号46頁 [57頁] は, ｢本件公表のような警察活
動の説明をすること自体は, 警察の主たる責務である捜査活動そのもの
ではないが, 警察の職務に付随し, その責務に属する行為であるといえ
るから, 警察法１条の目的規定及び同法２条の責務規定の適用を受ける
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ものと解するのが相当である｡｣ とし, ｢捜査された事件の刑事責任につ
いての説明においては, 被疑者ないし被告人は裁判で有罪とされるまで
は無罪の推定が働くことに鑑みると, 捜査段階においてはもとより, 裁
判が確定するまではあくまでも嫌疑の域を出るものではないから, 犯人
(犯行主体) として断定することは相当でなく, その段階での犯人 (犯
行主体) の断定により当該人又は団体の名誉を毀損した場合には, 特段
の事情がない限り, …警察法１条及び２条に含まれる個人の権利を害す
ることになる濫用的な警察権限の行使をしてはならないとの職務上の義
務に反するというべきである｡｣ として, その違法性判断につき, 公表
の必要性, 公表の内容, 真実であると信じて行われたことについての相
当性の有無, を検討した｡
(25) 佃克彦 『名誉毀損の法律実務』 (弘文堂, 第２版, 2008) 326頁, 吉田
和夫 ｢判批｣ 判時1968号 (2007) 206頁のそれぞれを参照のこと｡
(26) 瀬川・前掲注(16)72頁は, ｢比較衡量の法理｣ の内容としては, 加害
活動と被侵害法益との価値の比較, 代替手段との比較, 手続保障, を挙
げた上で, 同73頁は, ｢｢比較衡量の法理｣ によるときは, 当該公表の目
的・必要性を広く, 公表による不利益を小さく, 公表に代わる行政措置
との比較を緩く考えれば, 違法性を否定し, それぞれの点で逆に考えれ
ば違法性を肯定することになる｣ と評する｡
(27) 井上繁規 ｢判批｣ 法曹会編 『最高裁判所判例解説民事篇 平成５年度
(上) (１月～３月分)』 (法曹会, 1993) 377～378頁は, 国賠法１条１項
上の ｢違法性の有無は, 行政処分の法的要件充足性の有無 (取消訴訟に
おける違法性) のみならず, 被侵害利益の種類, 性質, 侵害行為の態様
及びその原因, 行政処分の発動に対する被害者側の関与の有無, 程度並
びに損害の程度等の諸般の事情を総合的に判断して決すべき｣ とする｡
国賠法１条１項上の違法性判断をこのように解するならば, 非権力的事
実行為の場合には, 行政処分に関わる ｢行政処分の法的要件充足性｣ な
どについては考慮されることはないが, その他の事情を総合的に判断し
て決するという姿勢は参考になるものと思われる｡
(28) 阿部・前掲注(16) ｢判批｣ 117頁は, 行政による公表は, ｢行政処分の
場合と同様に, その目的, 時期, 方法, 被害者と加害者の利害調整など
の論点を合理的に処理したかどうかが基準となるべきものである｡｣ と
する｡
(29) 行政による公表の目的については, 前掲注(３)参照｡
(30) 那覇地判平成20年９月９日・前掲注(24)｡ 当該判決の研究については,
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拙稿・前掲注(４) ｢判批｣ 桃山法学15号361頁以下参照｡
(31) 近時の行政による公表の事例において ｢真実性・相当性の法理｣ が用
いられたもの存在している｡ 例えば, ①京都地判平成15年８月22日 D 1－
Law (28082620) は, 市長が, 職員である原告に対し, 原告の直属の部
下であったＡが大麻取締法違反で逮捕されたことにつき, 上司でありな
がら, 管理指導・監督責任者としての職務を怠ったとして訓告をし, し
かもその訓告の言い渡しの前にマスコミに公表したことにつき, 国賠法
に基づき損害賠償及び謝罪広告を求めた事案につき, ｢本件記者発表が,
公共の利害に関する事実に係り, 専ら公益を図る目的に出た場合には,
その内容が真実であることが証明されるか, その証明ができなかったと
しても, 真実であると信じることにつき相当の理由があれば, 国家賠償
法上, 違法とはいえないと解すべきである｡｣ とするが, ｢本件訓告は,
原告の職務上の義務違反がないにもかかわらず, 行われたものである上
に, 被告市長は, 本件訓告を行うに際し, 本件審議会の答申を受けては
いるものの, 原告に職務上の義務違反があると判断するに当たって調査
等の相当な手続きを経ていないから, 被告市長において, 原告に職務上
の義務違反があると信じるについて相当の理由があるとはいえない｡｣
とし, 記者発表は国賠法上違法であるとする｡ ②岡山地判平成25年12月
20日 D 1－Law (28221113) は, ｢公務員は, 犯罪があると考えられると
きは告発義務を負うが, 告発により被告発人の名誉を毀損するおそれが
あることは当然に予想されるものであるから, 告発をしようとする者は,
事実関係について十分な調査を行った上でこれを行うべきであって, 告
発に係る事実を真実と信じるについて相当の理由がないのに告発を行う
ことは許されないというべきである｡｣ として, 事実の調査を十分に行っ
ていないから, ｢本件告発は違法であると認められるところ, …Ｄ前市
長は, 本件告発をしたのと同じ日に報道機関を集めて本件公表をし, 違
法な本件告発に係る事実を周知したのであるから, 本件公表による名誉
棄損についても, Ｄ前市長には過失が認められ, 本件公表は違法である｡｣
とする｡ その他, 前掲注(24)の裁判例⑧の控訴審である広島高判平成20
年10月16日判自333号29頁, 同上告審である最判平成22年４月27日判自
333号22頁のそれぞれを参照｡
(32) 本件・広島地判平成27年５月15日・前掲注(２)｡
(33) 近時の行政による公表の事例において ｢真実｣ という語を用いること
なく, 調査検討の懈怠によって違法性を判断しているものが存在してい
る｡ 岐阜地判平成24年２月１日判時2143号113頁 [117～118頁] は, ｢お
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よそ公務員は職務上の告発義務を負っているが (刑事訴訟法二三九条二
項), ひとたび告発を行えば, 告発された者は, 刑事事件の被疑者の立
場に置かれ種々の負担を強いられるとともに, その名誉信用が毀損され
る可能性が大きいものであるから, 職務上の告発をしようとする公務員
は, 対象者が罪を犯したと嫌疑をかけることを相当とする客観的根拠の
有無について調査及び検討を尽くした上で告発をすべき職務上の注意義
務を負うというべきであって, かかる注意義務を怠り, 漫然と告発を行っ
た場合には, 当該告発行為は, 国家賠償法上違法の評価を受けるものと
解するのが相当である｡｣ とし, ｢被告が本件告発を行うにあたり, 原告
に本件廃掃法違反の罪の客観的構成要件に該当するとした判断が慎重さ
を欠くものであったのみならず, 故意に関して十分な調査及び手続を尽
くしたと認められないのであるから, 原告が本件廃掃法違反の罪を犯し
たと嫌疑をかけることを相当とする客観的根拠の有無について調査検討
を尽くすべき職務上の注意義務を怠り, 漫然と本件告発に及んだといわ
ざるを得ない｡ (改行) したがって, 本件告発は違法であり, 同様に被
告に過失が認められると解するべきである｡｣ とし, ｢本件告発は違法で
あり, かつ, 被告に過失があると認められるところ, 本件公表は被告が
本件告発したことを本件告発と同日に記者会見を開いてマスコミに対し
て公表したものであること, その目的は本件告発の事実を周知すること
にあったこと, 本件告発及び本件公表は判断主体及び関与した担当職員
が共通であると認められることからすれば, 本件公表についても本件告
発と同様に, 違法の評価を免れず, かつ過失があると解するのが相当で
ある｡｣ とする｡
(34) 潮見・前掲注(14)181頁, ｢嬰児変死事件｣ 最一判昭和47年11月16日・
前掲注(14) [1638頁] のそれぞれを参照｡
(35) 本件・広島地判平成27年５月15日・前掲注(２)｡
(36) 古崎・前掲注(６)154頁参照｡
(37) 東京高判平成11年10月21日判タ1045号135頁 [141頁]｡
(38) 本件・広島地判平成27年５月15日・前掲注(２)｡
(39) 最二判昭和45年12月18日判時619号53頁 [53頁]｡
(40) 五十嵐・前掲注(12)264頁以下参照｡
(41) 阿部泰隆 ｢税金の大口滞納者の名前は公表すべきだ－公表制度－｣ 室
井力＝塩野宏編 『行政法を学ぶⅠ』 (有斐閣, 1978) 245頁, 磯野弥生
｢行政上の義務履行確保｣ 雄川一郎ほか編 『現代行政法大系 (2)』 (有斐
閣, 1984) 260頁, 石森久広 ｢行政上の実効性確保手段｣ 村上武則編
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『基本行政法』 (有信堂高文社, 第３版, 2006) 218～219頁, 川神・前掲
注(４)28頁のそれぞれを参照のこと｡
(42) 川神・前掲注(４)28頁参照｡
(43) ｢警察庁長官狙撃事件｣ 東京地判平成25年１月15日判時2219号59頁
[63～64頁] は, ｢本件公表は, 警視庁による公式見解を示すものとして,
一般読者 (閲覧者) により, その内容が真実のものと受け止められ, 今
後も本件狙撃事件の犯人をオウム真理教であるとする根拠として引用さ
れるおそれがあること, 本件公表に対して原告が有効な反論をすること
は極めて困難であると考えられること, 本件各摘示部分の公表が我が国
の刑事司法制度を根底からゆるがす重大な違法性を有する行為であるこ
となどからすれば, 金銭賠償のみによって, 原告の低下した社会的評価
を回復することはできないというべきであり, 一定の原状回復措置は認
められてしかるべきである｡ (改行) そして, 原告は, 原告への謝罪文
の交付とその警視庁の正玄関及び副玄関への掲示を求めているところ,
原告への謝罪文の交付については, 原告自らがこれを公表するなどして,
本件各摘示部分の公表で低下した社会的評価の回復を図ることができる
と考えられるものの, 謝罪文の警視庁の正玄関及び副玄関への掲示につ
いては, 原状回復措置としての有効性や必要性に疑問が残る｡ そうする
と, 原告への謝罪文の交付は認められるべきであるが, それ以上に原状
回復措置を認める必要はない｡｣ とする｡
(44) ｢警察庁長官狙撃事件｣ 東京高判平成25年11月27日・前掲注(24) [59
頁] は, ｢原審が, 本件各摘示部分を含む本件公表が被控訴人の社会的
評価を低下させる違法な行為であると認定判断して, 控訴人に対し100
万円の賠償と謝罪文の交付を命ずる原判決を言い渡し, 原判決の内容が
新聞各紙で報道された…｡ これにより, 被控訴人の社会的, 客観的評価
は, 一定程度の回復をしたものと推認することができる｡ さらに, 原判
決に重ねて本判決においても, 本件各摘示部分を含む本件公表が国賠法
上違法であるとの判断を示し, 控訴人に上記金額の損害賠償を命ずるの
であるから, 本件公表により低下した被控訴人の社会的, 客観的評価は,
相応に回復することになるものと解される｡ そうすると, 上記金額の損
害賠償を命ずることに加えて, 名誉回復処分としての謝罪文の交付を命
ずるまでの必要性を認めることは困難であり, したがって, 相当とも解
されない｡ 原審が, 本件各摘示部分を含む本件公表が被控訴人の社会的
評価を低下させる違法な行為であると認定判断して, 控訴人に対し100
万円の賠償と謝罪文の交付を命ずる原判決を言い渡し, 原判決の内容が
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新聞各紙で報道された…｡ これにより, 被控訴人の社会的, 客観的評価
は, 一定程度の回復をしたものと推認することができる｡ さらに, 原判
決に重ねて本判決においても, 本件各摘示部分を含む本件公表が国賠法
上違法であるとの判断を示し, 控訴人に上記金額の損害賠償を命ずるの
であるから, 本件公表により低下した被控訴人の社会的, 客観的評価は,
相応に回復することになるものと解される｡ そうすると, 上記金額の損
害賠償を命ずることに加えて, 名誉回復処分としての謝罪文の交付を命
ずるまでの必要性を認めることは困難であり, したがって, 相当とも解
されない｡｣ とする｡
(45) 岐阜地判平成24年２月１日・前掲注(33) [118頁] は, ｢原告が弁護士
という地位を有するものであり, 記者会見等の方法により相当程度信用
を回復することが可能であることからすれば謝罪広告によることまでは
不要であると解するのが相当である｡｣ とする｡
(46) 岡山地判平成25年12月20日・前掲注(31)は, ｢本件告発及び本件公表
は, 関係者に対する一応の事情聴取を行った上でなされている｡ また,
本件公表は, 亡Ａら３名等をその役職名等により特定, 公表したもので
あって, 実名が公表されたものではない｡ さらに, 亡Ａら３名等が嫌疑
なしあるいは嫌疑不十分により不起訴となったことは, 不起訴処分の理
由を含め全国紙で報道されており…, その名誉は相当程度回復されたも
のといえる｡｣ とする｡
(47) 本判決後, 朝日新聞2015年５月16日朝刊広島版24頁において, ストレー
ト・ニュース形式で, 本判決の概要が報道された｡
(48) 本件・広島地判平成27年５月15日・前掲注(２)｡ なお, 本判決は, 最
判昭和31年７月20日民集10巻８号1059頁 [1061頁] の ｢一般読者の普通
の注意と読み方を基準として解釈した意味内容に従う場合, その記事が
事実に反し名誉を毀損するものと認められる以上, これをもつて名誉毀
損の記事と目すべきことは当然である｡｣ に倣うものであるが, 当該判
決では ｢一般読者｣ ではなく, ｢一般の読者｣ としている｡
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